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　本件は、原告が日本公認会計士協会（被
告）に対し、公認会計士開業登録の申請をし
たところ、「公認会計士の信用を害するおそ
れがある者」に該当し、「登録を受けること
ができない者」と認められるとして、その登
録を拒否する処分を受けたことから、その取
消しを求めるとともに公認会計士名簿への登

録の義務付けを求める事案である。原告は、
①刑事事件について、懲役刑の執行猶予期間
満了から相当期間が経過した、②自己の非違
行為に対する真摯な反省をしていることから
こそ1億5,286万8,500円もの納税を行い、
税理士登録も認められているなどと主張し
た。なお、事案の経緯は表1のとおりである。

　原審の東京地裁（篠田賢治裁判長）は、公
認会計士法18条の2第二号（現行の同法18
条の2第三号）所定の「公認会計士の信用を
害するおそれがある者」に該当するか否かの
判断に当たっては、登録を受けようとする者
の過去の行状等の適格性に関わる諸般の事情
を総合的に考慮すべきものと解されるとこ
ろ、その判断は、日本公認会計士協会の合理
的な裁量に委ねられていることから、同協会
が行った公認会計士の登録を拒否する処分が

違法なものと認められるのは、その判断が被
告の裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用し
たものと認められる場合に限られるとした。
　この点、東京地裁は、原告は過去に重大な
非違行為を行っただけでなく、これに対する
反省が表面的なものにとどまり、職業的自覚
を深めようとする姿勢に乏しく、法令遵守の
意識や公認会計士としての職業的自覚が不十
分であって、今後、被告の指導及び監督に服
することは期待し難いと評価したことは合理

　公認会計士の登録を拒否された控訴人が日本公認会計士協会（被控訴人）に登録を義務付け
るよう求めた裁判で、東京高等裁判所（太田晃詳裁判長）は令和6年12月5日、控訴人を「公
認会計士の信用を害するおそれがある者」に該当するとした日本公認会計士協会の判断につい
て、裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用したものであったとは認められないとし、原審の東
京地方裁判所の判決（令和5年（行ウ）第493号）に続き、控訴人の公認会計士名簿への登録
の義務付けを求める訴えを却下した（令和6年（行コ）第200号）。

東京高裁、会計士協会の裁量権の範囲を逸脱したとはいえず

公認会計士の登録の拒否が
違法になる場合とは
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重大な非違行為だけでなく、職業的自覚がないと判断
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